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こ
れ
ま
で
、
子
ど
も
医
療
費
助

成
を
市
の
単
独
事
業
で
拡
大
す

る
こ
と
に
つ
い
て
は
、
国
や
他
の
市

町
の
動
向
を
注
視
す
る
と
し
て
き
た

が
、
今
回
、
条
例
を
改
正
す
る
に
至

っ
た
経
緯
は
？

子
ど
も
医
療
費
助
成
の
よ
う
な

社
会
保
障
や
福
祉
的
な
制
度
に

つ
い
て
は
、
自
治
体
が
制
度
の
競
い

合
い
を
す
る
も
の
で
は
な
く
、
ナ
シ

ョ
ナ
ル
ミ
ニ
マ
ム
の
思
想
の
下
、
国

内
ど
こ
に
住
ん
で
い
て
も
同
じ
助
成

が
受
け
ら
れ
る
よ
う
、
国
が
全
国
一

律
の
制
度
と
し
て
整
備
す
る
べ
き
で

あ
る
と
考
え
て
き
た
。

　

し
か
し
、
県
下
の
ほ
と
ん
ど
の
市

町
が
、
助
成
を
拡
大
す
る
中
、
本
市

に
お
い
て
も
市
民
な
ど
か
ら
の
要
望

が
高
ま
っ
て
き
た
た
め
、
保
健
・
福

祉
に
加
え
て
、
子
育
て
支
援
の
充
実

を
目
的
に
実
施
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。

　

助
成
対
象
は
、
所
得
制
限
な
ど
を

設
け
ず
、
18
歳
に
達
す
る
日
以
後
最

初
の
３
月
31
日
ま
で
に
拡
大
し
、
就

労
、
婚
姻
し
て
い
る
場
合
も
対
象
と

な
る
。国

や
他
の
市
町
で
は
教
育
支
援

セ
ン
タ
ー
と
い
う
名
称
を
使
っ

て
い
る
と
こ
ろ
が
多
い
中
、
西
条
市

適
応
指
導
教
室
を
、
西
条
市
教
育
支

援
教
室
と
し
た
経
緯
は
？

同
教
室
を
運
営
す
る
青
少
年
育

成
セ
ン
タ
ー
を
中
心
に
協
議
を

行
い
、
青
少
年
育
成
セ
ン
タ
ー
と
呼

び
名
の
重
複
に
よ
る
混
乱
を
避
け
る

た
め
、
他
の
先
進
事
例
に
基
づ
き
教

育
支
援
教
室
と
決
定
し
た
。

本
市
の
職
員
給
与
は
県
内
他
市

と
比
べ
て
ど
の
よ
う
な
状
況
か
。

ま
た
、
人
事
院
勧
告
に
伴
う
給
与
の

改
定
に
加
え
、
本
市
独
自
の
給
与
改

定
を
行
う
検
討
が
必
要
で
は
な
い
か
。

本
市
の
一
般
行
政
職
の
平
均
年

齢
は
、
県
内
11
市
に
お
い
て
最

も
低
い
状
況
で
あ
り
、
本
市
の
平
均

給
与
月
額
は
30
万
３
千
800
円
と
、
県

内
11
市
の
平
均
給
与
月
額
31
万
７
千

500
円
を
下
回
っ
て
い
る
。
し
か
し
、

厚
生
労
働
省
が
実
施
し
て
い
る
、
民

間
事
業
者
の
賃
金
な
ど
を
調
査
し
た

統
計
内
容
と
比
較
す
る
と
、
本
市
の

給
与
水
準
は
民
間
と
比
べ
て
決
し
て

低
い
水
準
で
は
な
い
と
認
識
し
て
い

る
。

　

職
員
給
与
の
改
定
は
、
人
事
院
勧

告
に
基
づ
く
国
家
公
務
員
の
給
与
改

定
に
準
じ
て
行
う
が
、
人
事
院
勧
告

以
上
の
独
自
の
給
与
改
定
に
つ
い
て

は
、
後
年
度
に
及
ぶ
財
政
負
担
や
、

市
民
の
理
解
な
ど
も
必
要
で
あ
り
、

慎
重
な
対
応
を
し
た
い
。
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分
科
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な
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＆
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付託議案 12件
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Ａ
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西
条
市
職
員
の
給
与
に
関
す
る

条
例
等
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例
に
つ
い
て

Ａ

Ｑ

Ｑ 西
条
市
こ
ど
も
医
療
費

　

助
成
条
例
の
一
部
を

改
正
す
る
条
例
に
つ
い
て

児童・生徒の個性にあった
指導を行う教育支援教室
いしづちの学習室

　人事院では、国家公務員と
民間の４月分の給与（月例
給）を調査した上で、精密に
比較し、得られた較差を埋め
ることを基本に勧告を行って
います。
　また、民間の特別給（ボー
ナス）の直近１年間（前年８
月から当年７月まで）の支給
実績を調査した上で、民間の
年間支給割合を求め、これに
国家公務員の特別給（期末・
勤勉手当）の年間支給月数を
合わせることを基本に勧告を
行っています。

〜人事院勧告について〜

Ｑ 西
条
市
適
応
指
導
教
室
条
例
の

一
部
改
正
す
る
条
例
に
つ
い
て

Ａ


